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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含めておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益は関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,779,667 3,038,927 3,153,574 5,600,819 5,904,107

経常利益 (千円) 456,509 526,645 609,615 900,519 1,002,622

中間(当期)純利益 (千円) 238,854 299,678 394,927 461,442 581,736

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,608,581 1,797,681 1,797,681 1,608,581 1,797,681

発行済株式総数 (千株) 5,530 5,840 5,840 5,530 5,840

純資産額 (千円) 6,342,098 7,090,584 7,557,601 6,576,978 7,372,005

総資産額 (千円) 7,871,887 8,448,518 8,947,165 8,285,546 8,688,131

１株当たり純資産額 (円) 1,147.03 1,214.31 1,294.33 1,185.33 1,257.56

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 43.20 53.77 67.64 79.28 97.02

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 25.00 30.00

自己資本比率 (％) 80.6 83.9 84.5 79.4 84.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 337,720 51,424 311,488 707,329 358,680

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △7,628 △64,776 83,875 △13,389 △83,913

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △188,345 173,452 △241,545 △255,110 95,752

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 618,307 1,075,491 1,439,730 915,391 1,285,911

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
187 
(―)

182
(21)

181
(20)

185 
(20)

178
(20)



２ 【事業の内容】 

当社には、企業集団を構成する関係会社もなく、当中間会計期間において事業内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は、企業集団を構成する関係会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

従業員数(名) 
181 
(21) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、大手企業の収益改善に伴い旺盛な設備投資など明るい材料も見られまし

たが、原油価格の高騰やそれに伴う原材料の値上がりも見られ、個人消費の伸びは限定的に推移しました。 

当社の主要顧客である国内製造業においては、設備投資意欲の回復を受け、前期に引き続き順調に推移しまし

た。 

一方ビルメンテナンス業界は引き続き厳しい状況が続いております。大型ビルが相次いで竣工し清掃現場の数は

増加しておりますが受注単価の下落によって利益が出しにくい業界構造になっております。 

ただし、産業廃棄物処理業者及びリサイクル業者向けは、前期に引き続き順調に推移しました。 

当中間会計期間においては、当社の主要顧客である国内製造業及びビルメンテナンス業向けに操作性の優れた床

洗浄機を投入し順調に推移しています。また、新規に中型のスイーパーを投入し、大型から小型までの搭乗式スイ

ーパーのラインナップを充実させました。さらに、オフィスビルや大型量販店のカーペットフロアーが増える中

で、日常清掃に使用できるスイーパーも投入し、カーペットの清掃から洗浄までの全ての商品ラインナップを揃え

ました。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高につきましては3,153百万円(前年同期比3.8％増)、経常利益は609百万円

(前年同期比15.8％増)、当期純利益は394百万円(前年同期比31.8％増)となりました。 

なお、品目別の売上高は下記のとおりであります。 

  

Ａ 清掃機器 

前期に投入したカーペット専用の搭乗式スイーパー「カーペットキーパー760RB」や当中間会計期間に投入した

搭乗式中型動力清掃機「アルマジロAM７D」などの販売が順調に推移したことなどにより、959百万円(前年同期比

29.5％増)となりました。 

Ｂ 洗浄機器 

自動床洗浄機「スクラブメイト500WBS」などの販売が製造業やビルメンテナンス業向けに堅調に推移したこと

などにより、1,381百万円(前年同期比1.6％増)となりました。 

Ｃ その他 

全国主要営業所へのアフターサービス網を活用することで、修理売上は順調に推移しておりますが、機器販売

が伸びたことから部品売上が減少したことなどにより、812百万円(前年同期比13.4％減)となりました。 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれて

おりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、1,439百万円(前年同期比33.9％増)とな

り、前事業年度末より153百万円の増加となりました。 

当中間会計期間における各中間キャッシュ・フローは次の通りであります。 

  

(営業活動による中間キャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、311百万円(前年同期比505.7％増)となりました。 

これは主に、売上債権の増加があったものの、税引前中間純利益の増加及びたな卸資産が減少したことによる

ものです。 

  

(投資活動による中間キャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は、83百万円(前年同期は64百万円の支出)となりまし

た。 

これは主に定期預金の預入による支出があったものの、保険積立金の解約収入及び投資有価証券の売却による

収入によるものです。 

  

(財務活動による中間キャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は241百万円(前年同期は173百万円の収入)となりまし

た。 

これは長期借入金の返済及び配当金の支払があったことによるものです。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りです。 

  

(注) １ 各指標は、以下の計算式により算出しております。 

  (中間期の債務償還年数の算定においては、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。) 

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

３ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。 

４ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用して

おります。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。 

  

  平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

  中間 期末 中間 期末 中間 

自己資本比率(％) 80.6 79.4 83.9 84.9 84.5 

時価ベースの自己資本比率(％) 59.7 68.1 91.2 87.7 104.1 

債務償還年数(年) 0.4 0.3 1.6 0.3 0.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 107.2 122.2 24.3 101.3 423.5 

自己資本比率 ：自己資本÷総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額÷総資産

債務償還年数 ：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー÷利払い



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は、仕入価格で表示しています。 

  

(3) 受注実績 

当社は見込み仕入を行っているため、該当事項はありません。 

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

  

品目別 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

清掃機器 381,837 △0.9 

洗浄機器 404,446 13.7 

その他 487,046 △16.1 

合計 1,273,329 △3.7 

品目別 販売高(千円) 前年同期比(％) 

清掃機器 959,317 29.5 

洗浄機器 1,381,656 1.6 

その他 812,599 △13.4 

合計 3,153,574 3.8 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた問題はありま

せん。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発は、商品開発部が担当し、ユーザーニーズに沿った機器の開発を国内外の協力メーカーと綿密な打

合わせを行いながら進めております。 

当中間会計期間の主な成果としましては、搭乗式中型動力清掃機「アルマジロAM７D」等、数機種に及んでおりま

す。 

なお、当中間会計期間の研究開発活動に要した費用は28,302千円でありますが、当社の取扱品目は多種多様にわた

り、品目別に表示するのが困難であるため、記載を省略しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画は、平成17年９月30日現在、次のとおり変更されております。 

  

① 重要な設備の新設等の計画 

  

(注) 金額には消費税等を含めておりません。 

  

② 重要な設備の新設・除却等 

  

(注) 金額には消費税等を含めておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものはありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 投資予定金額 資金調達方法 着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 

配送センター 
(千葉県船橋市) 

物流倉庫 

総額 
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

自己資金
着手 完了 

保管能力
50％増 

350 6 平成18年１月 平成18年６月 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
期末帳簿価額
(百万円) 

除却等の予定年月 除却等による減少能力 

配送センター 
(千葉県船橋市) 

物流倉庫除却 21 平成18年１月
老朽化のため能力の減少
は殆どなし 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減じる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,840,000 5,840,000
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 5,840,000 5,840,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に

係る株式であります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 5,840 ― 1,797,681 ― 2,122,148

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

佐々木 健 二 
東京都渋谷区上原３丁目７－13
プラザ18 

1,509 25.84

バンク オブ ニューヨーク  
ジーシーエム クライアント  
アカウンツ イー アイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行カストディ業務部) 

10286 NEW YORK,ONE WALL STREET 
NEW YORK U.S.A 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 
  

685 11.73

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 402 6.88

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 276 4.72

蔵王産業社員持株会 東京都江東区毛利１丁目19－５ 232 3.98

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟 

230 3.93

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 230 3.93

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 134 2.29

土 方 孝 悦 東京都世田谷区野沢３丁目15－16－406 129 2.22

平 井   博 埼玉県上尾市浅間台３丁目22－９ 121 2.08

計 ― 3,950 67.65



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,838,800
58,388 同上 

単元未満株式 
普通株式 

300
― 同上 

発行済株式総数 5,840,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 58,388 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
蔵王産業株式会社 
  

  
東京都江東区毛利 
１丁目19-５ 990 ― 990 0.0

計 ― 990 ― 990 0.0



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、株式会社ジャスダック証券取引所の公表のものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,350 1,445 1,560 1,638 1,639 1,615

最低(円) 1,230 1,356 1,420 1,543 1,550 1,530



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,075,891 1,540,130   1,286,311 

２ 受取手形    586,044 532,731   503,447 

３ 売掛金    1,134,177 1,465,052   1,248,896 

４ 商品    589,144 485,569   586,717 

５ その他    119,462 163,090   129,392 

６ 貸倒引当金    △5,600 △4,780   △5,750 

流動資産合計    3,499,120 41.4 4,181,794 46.7   3,749,015 43.2

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物 ※２  1,295,579 1,228,524   1,260,974 

２ 土地 ※２  3,174,726 3,174,726   3,174,726 

３ その他    77,693 71,027   72,059 

  計    4,548,000 53.9 4,474,278 50.0   4,507,760 51.9

(2) 無形固定資産    10,599 0.1 10,039 0.1   10,319 0.1

(3) 投資その他の資産          

１ その他    394,997 284,572   426,486 

２ 貸倒引当金    △4,200 △3,520   △5,450 

  計    390,797 4.6 281,052 3.2   421,036 4.8

固定資産合計    4,949,397 58.6 4,765,370 53.3   4,939,116 56.8

資産合計    8,448,518 100.0 8,947,165 100.0   8,688,131 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    45,059 31,631   42,197 

２ 買掛金    206,088 198,577   189,173 

３ １年以内返済予定 
長期借入金 ※２  133,200 33,700   100,300 

４ 未払法人税等    195,459 321,152   228,530 

５ 賞与引当金    110,000 139,000   112,500 

６ 商品保証引当金    13,400 10,500   11,000 

７ その他 ※4,5  212,760 211,550   206,950 

流動負債合計    915,966 10.9 946,111 10.5   890,651 10.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  33,700 ―   ― 

２ 退職給付引当金    241,295 254,451   253,917 

３ 役員退職慰労引当金    158,270 174,700   165,760 

４ その他 ※５  8,701 14,300   5,796 

固定負債合計    441,967 5.2 443,451 5.0   425,474 4.9

負債合計    1,357,933 16.1 1,389,563 15.5   1,316,126 15.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,797,681 21.3 1,797,681 20.1   1,797,681 20.7

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    2,122,148 2,122,148   2,122,148 

資本剰余金合計    2,122,148 25.1 2,122,148 23.7   2,122,148 24.4

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    402,145 402,145   402,145 

２ 任意積立金    4,242,200 4,542,200   4,242,200 

３ 中間(当期) 
未処分利益    511,207 683,922   793,265 

利益剰余金合計    5,155,552 61.0 5,628,267 62.9   5,437,610 62.6

Ⅳ 土地再評価差額金    △1,989,598 △23.6 △1,989,598 △22.2   △1,989,598 △22.9

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    5,502 0.1 ― ―   5,061 0.1

Ⅵ 自己株式    △701 △0.0 △896 △0.0   △896 △0.0

資本合計    7,090,584 83.9 7,557,601 84.5   7,372,005 84.9

負債・資本合計    8,448,518 100.0 8,947,165 100.0   8,688,131 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    3,038,927 100.0 3,153,574 100.0   5,904,107 100.0

Ⅱ 売上原価    1,315,047 43.3 1,374,909 43.6   2,553,015 43.2

売上総利益    1,723,879 56.7 1,778,664 56.4   3,351,091 56.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,195,655 39.3 1,174,759 37.3   2,346,924 39.8

営業利益    528,223 17.4 603,905 19.1   1,004,167 17.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  11,648 0.4 8,275 0.3   17,439 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,227 0.4 2,564 0.1   18,985 0.3

経常利益    526,645 17.4 609,615 19.3   1,002,622 17.0

Ⅵ 特別利益 ※３  12,138 0.4 69,326 2.2   12,138 0.2

Ⅶ 特別損失    150 0.0 504 0.0   435 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    538,632 17.8 678,437 21.5   1,014,324 17.2

法人税、住民税 
及び事業税   171,900   283,700 410,000   

法人税等調整額   67,053 238,953 7.9 △190 283,510 9.0 22,587 432,587 7.3

中間(当期)純利益    299,678 9.9 394,927 12.5   581,736 9.9

前期繰越利益    211,528 288,994   211,528 

中間(当期)未処分 
利益    511,207 683,922   793,265 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  538,632 678,437 1,014,324

減価償却費  45,432 40,902 90,770

賞与引当金の増加額  ― 26,500 2,500

退職給付引当金の増加額  14,903 533 27,525

役員退職慰労引当金の 
増加額又は減少額(△) 

 △84,620 8,940 △77,130

商品保証引当金の 
減少額 

 ― △500 △2,400

貸倒引当金の減少額  △1,600 △2,900 △200

受取利息及び受取配当金  △715 △840 △1,375

投資有価証券売却益  △12,138 △16,399 △12,138

保険解約収入  ― △50,296 ―

支払利息  2,022 637 3,343

有形固定資産除却損  150 504 435

売上債権の増加額  △65,605 △242,514 △97,419

たな卸資産の増加額(△) 
又は減少額 

 △7,013 101,147 △4,586

その他流動資産の増加額 
(△)又は減少額 

 △3,382 △6,857 2,254

仕入債務の減少額  △39,382 △1,162 △59,159

未払金の減少額  △30,717 △16,502 △30,496

未払費用の増加額 
又は減少額(△) 

 △3,573 5,237 △3,770

その他流動負債の増加額 
又は減少額(△) 

 △16,469 14,765 △3,124

その他固定負債の増加額 
又は減少額(△) 

 450 1,325 △2,210

役員賞与の支払額  △23,070 △29,100 △23,070

その他  ― ― 10,679

小計  313,303 511,858 834,753

利息及び配当金の受取額  719 743 1,373

利息の支払額  △2,119 △735 △3,539

法人税等の支払額  △260,478 △200,378 △473,907

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 51,424 311,488 358,680



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  ― △100,000 ―

保険積立金の解約 
による収入 

 1,250 118,420 1,771

保険積立金の預入 
による支出 

 △7,072 △179 △13,971

従業員貸付金の増加  △2,040 △14,330 △15,740

従業員貸付金の減少  7,215 10,688 12,447

有形固定資産の取得 
による支出 

 △77,997 △7,113 △82,401

投資有価証券の売却 
による収入 

 16,590 92,636 16,590

その他投資の売却 
による収入 

 ― 3,200 1,492

その他投資の取得 
による支出 

 △2,722 △19,447 △4,100

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △64,776 83,875 △83,913

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

長期借入金の返済 
による支出 

 △66,600 △66,600 △133,200

新株発行による収入  377,766 ― 377,766

自己株式の取得による支出  ― ― △195

配当金の支払額  △137,713 △174,945 △137,938

その他  ― ― △10,679

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 173,452 △241,545 95,752

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  160,100 153,819 370,519

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 915,391 1,285,911 915,391

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,075,491 1,439,730 1,285,911

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法 

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は総平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

  総平均法による原価法 

(1) 有価証券 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

 時価のないもの 

  総平均法による原価法 

(1) 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等

に基づく時価法 

  (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は総平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

  総平均法による原価法 

  (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  移動平均法による原価

法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く。)については、定

額法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。 

建物及び
構築物 

３年～50年

機械及び
装置 

６年～15年

車輌
運搬具 

５年

工具器具
及び備品

４年～20年

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェ

アについては社内にお

ける利用可能期間(５

年)による定額法を採

用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の償却方

法 

新株発行費 

支出時に全額費用として

処理しております。 

――――― 

  

新株発行費 

支出時に全額費用として

処理しております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性

を検討し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に

あてるため、将来の支
給見込額のうち、当中
間期の負担額を計上し
ております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に
あてるため、将来の支
給見込額のうち、当期
の負担額を計上してお
ります。 

  (3) 商品保証引当金 
  商品納入後の保証期間

内に発生する補修費用
の支出にあてるため、
売上高を基準として過
去の経験率により算出
した額を計上しており
ます。 

(3) 商品保証引当金 
同左 

(3) 商品保証引当金 
同左 

  (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務の見
込額に基づき、当中間
会計期間末において発
生していると認められ
る額を計上しておりま
す。 

(4) 退職給付引当金 
同左 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務の見
込額に基づき、当期末
において発生している
と認められる額を計上
しております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規
に基づく中間期末要支
給額を計上しておりま
す。 

(5) 役員退職慰労引当金 
同左 
  

(5) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づく期末要支給額
を計上しております。 

５ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  繰延ヘッジ処理を採用

しております。 
  為替予約等について
は、振当処理の要件を
満たしている場合は、
振当処理を採用してお
ります。 

  金利スワップについて
は、特例処理の要件を
満たしている場合は、
特例処理を採用してお
ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

    金利スワップ取引 

    為替予約取引 

    通貨スワップ取引 

  ヘッジ対象 

    借入金 

    外貨建債務及び外

貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

  

  

  ヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

同左 

  

  

  ヘッジ対象 

同左 

  

  (3) ヘッジ方針 

  将来の借入金の金利変

動及び為替の変動によ

るリスク回避を目的と

しており、投機的な取

引は行わない方針であ

ります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシユ・フロ

ー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その

変動額の比率によって

有効性を評価しており

ます。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は手許現金、随

時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなっております。 

８ その他中間財務諸

表作成のための基

本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理

は、税抜方式によって

おります。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日)及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日))を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影

響はありません。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産

の減価償却累

計額 

1,786,317千円 1,854,281千円 1,822,411千円 

※２ 担保提供資産

担保に供して

いる資産 

  建物 

  土地 

  計 

  

  

  

  573,260千円

  958,944千円

  1,532,205千円

  

  

  

  542,322千円

  958,944千円

  1,501,267千円

  

  

  

  557,254千円

  958,944千円

  1,516,199千円

   上記に対応す

る債務 

  

長期借入金 

(一年以内 

返済予定額

を含む) 

  

  

  166,900千円

  

  

  33,700千円

  

  

  100,300千円

 ３ 受取手形裏書

譲渡高 

  124,722千円   91,233千円   105,149千円

※４ 消費税等の取

扱い 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左 ――――― 

※５ 繰延ヘッジ損

益 

 ヘッジ手段に係る損益又

は評価差額は、純額で繰延

ヘッジ利益として流動負債

の「その他」に13,547千円

計上しております。 

なお、上記相殺前の繰延ヘ

ッジ利益の総額は13,556千

円、繰延ヘッジ損失の総額

は９千円であります。 

 ヘッジ手段に係る損益又

は評価差額は、純額で繰延

ヘッジ利益として流動負債

の「その他」に13,366千円

及び固定負債の「その他」

に7,345千円計上しており

ます。 

なお、流動区分における繰

延ヘッジ利益の総額は

13,544千円、繰延ヘッジ損

失の総額は、178千円であ

り、固定区分においては、

繰延ヘッジ利益の総額が

7,345千円であります。 

 ヘッジ手段に係る損益又

は評価差額は、純額で繰延

ヘッジ損失として流動資産

の「その他」に3,093千円

計上しております。 

なお、上記相殺前の繰延ヘ

ッジ利益の総額は89千円、

繰延ヘッジ損失の総額は

3,183千円であります。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ち重要なもの 

    受取利息 

    不動産賃貸 

収入 

  

  

20千円 

7,124千円 

  

  

  

115千円 

5,820千円 

  

  

  

53千円 

11,624千円 

  

※２ 営業外費用のう

ち重要なもの 

    支払利息 

新株発行費 

  

  

2,022千円 

10,679千円 

  

  

637千円 

― 

  

  

3,343千円 

10,679千円 

※３ 特別利益のうち

重要なもの 

    投資有価証 

券売却益 

保険解約 

収入 

  

  

12,138千円 

  

― 

  

  

16,399千円 

  

50,296千円 

  

  

12,138千円 

  

― 

 ４ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

    無形固定資産 

  

44,653千円 

246千円 

  

40,090千円 

279千円 

  

89,180千円 

526千円 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,075,891千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△400千円

現金及び現金同等物 1,075,491千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,540,130千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△100,400千円

現金及び現金同等物 1,439,730千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,286,311千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△400千円

現金及び現金同等物 1,285,911千円



(リース取引関係) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

  

  

  

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車輌 
運搬具 151,852 80,089 71,763

工具器
具備品 3,984 3,187 796

合計 155,836 83,276 72,560

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

取得
価額 
相当額
(千円)

減価
償却 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

車輌
運搬具

172,666 82,557 90,108

工具器
具備品

3,984 3,984 0

合計 176,650 86,541 90,108

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

  

  

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額
(千円)

車輌
運搬具

169,659 89,204 80,455

工具器
具備品

3,984 3,585 398

合計 173,643 92,789 80,854

  (注) 取得価額相当額は、

未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占

める割合が低いため、

支払利子込み法により

算定しております。 

同左 (注) 取得価額相当額は、

未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合

が低いため、支払利子

込み法により算定して

おります。 

  (2) 未経過リース料中間期

末残高相当額 

  

  

  

  

１年内 28,729千円

１年超 43,830千円

合計 72,560千円

(2) 未経過リース料中間期

末残高相当額等 

  

  未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 31,074千円

１年超 59,034千円

合計 90,108千円

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

  

  

  

１年内 29,574千円

１年超 51,279千円

合計 80,854千円

  (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法により算

定しております。 

同左 (注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

  (3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

  

  

 支払
 リース料 

16,315千円

 減価償却 
 費相当額 

16,315千円

(3) 支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び減

損損失 

支払
 リース料

17,586千円

減価償却
 費相当額

17,586千円

(3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

  

  

支払
 リース料 

33,337千円

減価償却 
 費相当額 

33,337千円

  (4) 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

  

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

    (減損損失について) 

リース資産に配分された

減損損失はありません。 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 

１年内 33,451千円

１年超 21,971千円

合計 55,422千円

未経過リース料 

１年内 24,855千円

１年超 4,817千円

合計 29,673千円

未経過リース料 

１年内 29,171千円

１年超 11,079千円

合計 40,251千円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

(当中間会計期間) 

  時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 
前中間会計期間末
平成16年９月30日現在 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 76,237 85,514 9,277 

区分 
前中間会計期間末
平成16年９月30日現在 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,200 

区分 
当中間会計期間末
平成17年９月30日現在 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式 2,200 

区分 
前事業年度末

平成17年３月31日現在 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 76,237 84,770 8,533 

区分 
前事業年度末

平成17年３月31日現在 

その他有価証券 
貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 2,200 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益に関する事項は記載を省略

しております。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(単位：千円) 

(注) １ 時価の算定方法 

  オプション取引……約定している金融機関より提示された価格を使用しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

３ 「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象か

ら除いております。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益に関する事項は記載を省略

しております。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等
契約額のうち
１年超 

時価 評価損益 

  オプション取引  

通貨  売建  

    コール 150,000 ― 148,916 1,083



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額   1,214.31円 1,294.33円 1,257.56円

１株当たり中間(当期) 
純利益 

  53.77円 67.64円 97.02円

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 299,678 394,927 581,736

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 29,100

(うち利益処分による役員 
賞与金) 

(―) (―) (29,100)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(千円) 

299,678 394,927 552,636

期中平均株式数(株) 5,573,455 5,839,010 5,696,032



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第49期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月21日

蔵王産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蔵王産

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、蔵王産業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  本     守  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月20日

蔵王産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている蔵王産

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、蔵王産業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  山  本     守  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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